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平成 29 年 9 月 15 日 
各 位 

会  社  名 株式会社 第三銀行 

代 表 者 名 取締役頭取 岩間 弘 

（コード 番 号 8529 東証第一部、名証第一部） 

問  合  せ  先 取締役総合企画部長 川瀬 和也 

            Tel 0598－23－1111（代表） 

 

臨時株主総会並びに普通株主及び A 種優先株主による各種類株主総会招集 
のための基準日の設定、臨時株主総会並びに普通株主及び A 種優先株主による 

各種類株主総会の開催、並びに、定款の一部変更に関するお知らせ 
 

本日公表いたしました「株式会社第三銀行と株式会社三重銀行の共同株式移転の方式による経営統合に

関する最終契約締結及び株式移転計画書の作成について」のとおり、株式会社第三銀行（頭取 岩間 弘、

以下、「当行」といいます。）は、本日開催した取締役会において、株式会社三重銀行（当行と株式会社三

重銀行を総称して、以下、「両行」といいます。）と、両行の株主総会の承認及び関係当局の認可等が得ら

れることを前提として、共同株式移転の方式により、平成 30 年 4 月 2 日（月曜日）（予定）をもって、両

行の完全親会社となる「株式会社三十三フィナンシャルグループ」（以下、「共同持株会社」といいます。）

を設立すること（以下、「本株式移転」といいます。）を決議しております。 
 この度、当行は、本株式移転に関して、本日開催の取締役会において、臨時株主総会（以下、「本臨時株

主総会」といいます。）並びに普通株主及びA種優先株主による各種類株主総会招集のための基準日の設定、

本臨時株主総会並びに普通株主及び A 種優先株主による各種類株主総会の開催、並びに、「株式会社三重銀

行との株式移転計画承認の件」を本臨時株主総会並びに普通株主及び A 種優先株主による各種類株主総会

に、「定款一部変更の件」を本臨時株主総会にそれぞれ付議することに関し、下記のとおり決議いたしまし

たのでお知らせいたします。 
 

記 
 
１．本臨時株主総会並びに普通株主及び A 種優先株主による各種類株主総会の基準日の設定等について 

平成 29 年 12 月 15 日（金曜日）に開催予定の本臨時株主総会並びに普通株主及び A 種優先株主によ

る各種類株主総会において議決権を行使することができる株主を確定するため、平成 29 年 9 月 30 日（土

曜日）（注）を基準日と定め、同日の最終の株主名簿に記載または記録された株主をもって、議決権を行

使することができる株主といたします。 
 

（１）基準日    平成 29 年 9 月 30 日（土曜日）（注） 
（２）公告日    平成 29 年 9 月 15 日（金曜日） 
（３）公告方法   電子公告（当行ホームページに掲載いたします。） 

             http://www.daisanbank.co.jp 
（注）実質的な基準日は、平成 29 年 9 月 29 日（金曜日）となります。 

 
２．本臨時株主総会並びに普通株主及び A 種優先株主による各種類株主総会の開催について 
（１）開催日 
  平成 29 年 12 月 15 日（金曜日） 

（２）開催場所（予定） 
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  三重県松阪市中央町 520 番地の 1 
    当行教育センター4 階大会議室 

（３）付議議案 
（本臨時株主総会） 
第 1 号議案  株式会社三重銀行との株式移転計画承認の件 
第 2 号議案  定款一部変更の件 

（普通株主及び A 種優先株主による各種類株主総会） 
第 1 号議案  株式会社三重銀行との株式移転計画承認の件 
 

３．定款の一部変更 
（１）変更の理由 

当行は、定時株主総会の招集等に関する事務手続を円滑に実施するため、会社法 124 条第 3 項の規

定に基づき、現行定款第 14 条（定時株主総会の基準日）に定時株主総会の基準日を定めております

が、本臨時株主総会並びに普通株主及び A 種優先株主による各種類株主総会において本株式移転の承

認に関する議案が承認され、かつ平成 30 年 4 月 2 日（月曜日）をもって本株式移転の効力が発生し

ますと、当行の株主は、共同持株会社 1 名となりますので、定時株主総会の基準日に関する規定はそ

の必要性を失うことになります。そのため、定時株主総会の基準日制度は廃止することとし、現行定

款第 14 条を削除するとともに、この変更に伴い現行定款第 15 条以下の条数の繰り上げ及びそれに伴

う条数の調整を行うものであります。（かかる定款の一部変更を、以下、「本定款変更」といいます。） 
なお、本定款変更は、本臨時株主総会並びに普通株主及び A 種優先株主による各種類株主総会にお

いて第 1 号議案（株式会社三重銀行との株式移転計画承認の件）が原案どおりに承認されること、並

びに平成 30 年 3 月 31 日（土曜日）の前日までに株式移転計画の効力が失われていないこと及び本株

式移転が中止されていないことを条件として、平成 30 年 3 月 31 日（土曜日）にその効力を生じるも

のといたします。 
 
（２）定款変更の内容 

本定款変更の内容は、次のとおりです。 
（下線は変更箇所を示しています。） 

現行定款 変更案 

第１章 総 則 

第１条～第５条（条文省略） 

 

第２章 株 式 

第６条～第１１条（条文省略） 

 

第２章の２ 優先株式 

第１１条の２（Ａ種優先配当金） 
当銀行は、第３６条第１項に定める剰余金の配

当をするときは、当該剰余金の配当に係る基準日

の最終の株主名簿に記載または記録されたＡ種

優先株式を有する株主（以下、「Ａ種優先株主」

という。）またはＡ種優先株式の登録株式質権者

（以下、「Ａ種優先登録株式質権者」という。）に

対し、普通株式を有する株主（以下、「普通株主」

という。）および普通株式の登録株式質権者（以

下、「普通登録株式質権者」という。）に先立ち、

Ａ種優先株式１株につき、Ａ種優先株式１株当た

第１章 総 則 

第１条～第５条（現行どおり） 

 

第２章 株 式 

第６条～第１１条（現行どおり） 

 

第２章の２ 優先株式 

第１１条の２（Ａ種優先配当金） 
当銀行は、第３５条第１項に定める剰余金の配

当をするときは、当該剰余金の配当に係る基準日

の最終の株主名簿に記載または記録されたＡ種

優先株式を有する株主（以下、「Ａ種優先株主」

という。）またはＡ種優先株式の登録株式質権者

（以下、「Ａ種優先登録株式質権者」という。）に

対し、普通株式を有する株主（以下、「普通株主」

という。）および普通株式の登録株式質権者（以

下、「普通登録株式質権者」という。）に先立ち、

Ａ種優先株式１株につき、Ａ種優先株式１株当た
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りの払込金額相当額（ただし、Ａ種優先株式につ

き、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合ま

たはこれに類する事由があった場合には、適切に

調整される。）に、Ａ種優先株式の発行に先立っ

て取締役会の決議によって定める配当年率を乗

じて算出した額の金銭（以下、「Ａ種優先配当金」

という。）の配当をする。ただし、配当年率は、

８％を上限とする。また、当該基準日の属する事

業年度においてＡ種優先株主またはＡ種優先登

録株式質権者に対して第１１条の３に定めるＡ

種優先中間配当金を支払ったときは、その額を控

除した額とする。 
②（条文省略） 
③（条文省略） 
 

第１１条の３（Ａ種優先中間配当金） 

当銀行は、第３７条に定める中間配当をすると

きは、当該中間配当に係る基準日の最終の株主名

簿に記載または記録されたＡ種優先株主または

Ａ種優先登録株式質権者に対し、普通株主および

普通登録株式質権者に先立ち、Ａ種優先株式１株

につき、Ａ種優先配当金の額の２分の１を上限と

する金銭（以下、「Ａ種優先中間配当金」という。）

を支払う。 

 

第１１条の４～第１１条の９（条文省略） 

 

第１１条の１０（除斥期間） 

第３８条の規定は、Ａ種優先配当金の支払につ

いてこれを準用する。 

 

第３章 株主総会 

第１２条～第１３条（条文省略） 

 

第１４条(定時株主総会の基準日) 

当銀行の定時株主総会の議決権の基準日は、毎

年３月３１日とする。   

 

第１５条～第１９条（条文省略） 

 

第１９条の２（種類株主総会） 

第１５条、第１６条第１項、第１７条、第１８

条および第１９条の規定は種類株主総会にこれ

を準用する。 

② 第１４条の規定は、定時株主総会と同日に開催

りの払込金額相当額（ただし、Ａ種優先株式につ

き、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合ま

たはこれに類する事由があった場合には、適切に

調整される。）に、Ａ種優先株式の発行に先立っ

て取締役会の決議によって定める配当年率を乗

じて算出した額の金銭（以下、「Ａ種優先配当金」

という。）の配当をする。ただし、配当年率は、

８％を上限とする。また、当該基準日の属する事

業年度においてＡ種優先株主またはＡ種優先登

録株式質権者に対して第１１条の３に定めるＡ

種優先中間配当金を支払ったときは、その額を控

除した額とする。 
②（現行どおり） 
③（現行どおり） 

 
第１１条の３（Ａ種優先中間配当金） 

当銀行は、第３６条に定める中間配当をすると

きは、当該中間配当に係る基準日の最終の株主名

簿に記載または記録されたＡ種優先株主または

Ａ種優先登録株式質権者に対し、普通株主および

普通登録株式質権者に先立ち、Ａ種優先株式１株

につき、Ａ種優先配当金の額の２分の１を上限と

する金銭（以下、「Ａ種優先中間配当金」という。）

を支払う。 
 
第１１条の４～第１１条の９（現行どおり） 

 

第１１条の１０（除斥期間） 

第３７条の規定は、Ａ種優先配当金の支払につ

いてこれを準用する。 

 

第３章 株主総会 

第１２条～第１３条（現行どおり） 

 

(削除) 

 

 

 

第１４条～第１８条（現行どおり） 

 

第１８条の２（種類株主総会） 

第１４条、第１５条第１項、第１６条、第１７

条および第１８条の規定は種類株主総会にこれ

を準用する。 

(削除) 
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される種類株主総会にこれを準用する。 

③ 会社法第３２４条第２項に定める種類株主総

会の決議は、当該種類株主総会において議決権を

行使することができる株主の議決権の３分の１

以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の

２以上をもって行う。 

 

第４章 取締役および取締役会 

第２０条～第３０条（条文省略） 

 

第５章 監査等委員および監査等委員会 

第３１条～第３２条（条文省略） 

 

第６章 会計監査人 

第３３条～第３４条（条文省略）   

 

第７章 計 算 

第３５条～第３８条（条文省略） 

 

② 会社法第３２４条第２項に定める種類株主総

会の決議は、当該種類株主総会において議決権を

行使することができる株主の議決権の３分の１

以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の

２以上をもって行う。 

 

第４章 取締役および取締役会 

第１９条～第２９条（現行どおり） 

 

第５章 監査等委員および監査等委員会 

第３０条～第３１条（現行どおり） 

 

第６章 会計監査人 

第３２条～第３３条（現行どおり）  

  

第７章 計 算 

第３４条～第３７条（現行どおり） 

 
（３）日程 

本臨時株主総会決議日      平成 29 年 12 月 15 日（金曜日） 
本定款変更の効力発生日     平成 30 年 3 月 31 日（土曜日）（予定） 

                   
（４）その他 

平成 30 年 3 月期（平成 29 年 4 月 1 日から平成 30 年 3 月 31 日まで）の剰余金の配当（期末配

当）につきましては、現行定款第 36 条第 1 項（本定款変更後の第 35 条第 1 項）に従い、平成 30
年 3 月 31 日の最終の株主名簿に記載または記録された株主様または登録株式質権者様に対し、当

行からお支払いする予定です。 
以上 

 
 


